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1．はじめに ② 時刻の制約条件が考慮されていない 

③ 活動・移動の順序が内生化されていない  

そこで，本研究では，「活動・移動の効用が時刻

によって変化」することを前提として，「時刻の制約

条件」及び「活動・移動の順序の内生化」を考慮し

た，活動・移動スケジューリングモデルの開発を目

的とする．その際，タイミングの効用という概念を

導入する． 

近年，環境への配慮や，財源の制約，都市の過密

化などに伴い，個人の行動変化を促すソフト面から

の交通政策が重要視されている．そのため，交通基

盤整備，あるいは交通政策を評価する手法として，

従来の交通速度や交通容量といった交通の側面だけ

ではなく，「いつ」，「どこで」，「どのような」行動が

「なぜ」行われるかといった，個人の活動の遂行に

着目する必要性が高まっている． 

また，本研究では対象スケジュールとして，航空

利用スケジューリング行動をとりあげ，提案したモ

デルの適用可能性を検証する．これは，航空便によ

る時刻制約が強く，タイミングの影響が顕著に現れ

る可能性があるためである．  

このような，個人の活動の遂行に着目する代表的

な手法として， Activity-based アプローチと呼ばれ

るものがある．これは，交通行動は人間の意思によ

って何らかの目的のために派生的に起こるものであ

ると捉え，活動面から交通行動を記述しようとする

手法である．このようなアプローチからの交通行動

分析では，時間利用データなどの活用により，都市

システムや交通施設の整備による人々の生活行動の

変化を明示的に考慮することが可能になるといった

特徴を有する． 

 

2．スケジューリングモデルの導出 

 

（1）効用関数の特定化 

ある期間内において発生する，移動も含めた全て

の活動を行うことにより，個人 が享受する総効用

を，個人 の i 番に行う活動・移動に対する効用U
の総和で表される

n
n ni

1)と仮定する． しかし，Activity-based アプローチには大きな課題

点も存在する．それは，行動原理に基づくある一定

期間での一連の活動遂行，すなわち，活動スケジュ

ーリングのモデル化が行えていないということであ

る．具体的には，既存のモデルでは次のような問題

点が存在する． 

( )∑ ∫∑
−

==
i

t

t nii nin
ni

1ni

dttuUU       (1) 

ここで， 番に行う活動・移動の限界効用 の

時刻分布形状をガンマ確率密度関数で表現する．こ

れは，ガンマ確率密度関数が様々な分布形状を表現

でき，スケジューリング行動をより柔軟にモデリン

グすることが可能であると判断したためである． 
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① 活動・移動の遂行効用は時刻により変化しない 
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 （2）タイミングの決定メカニズム 

本研究では，各個人は，自分のスケジュールの総 



 
図 1 個人のタイミング決定メカニズム 

 

効用が最大となるように，各活動の移行タイミング

を決定しているという効用最大化仮説から，最適な

活動・移動の移行時刻を求めることを考える．つま

り，図 1 の例において，斜線部又は横線部で示され

た部分が最大となるように，人々は各活動・移動の

移行時刻を決定していると捉えるものである． 

（3）定式化 

 上述したタイミング決定メカニズムより，個人の

最適化行動を定式化すると式(3)のようになる． 
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ここで，n は個人，i は順番，u は個人 による i 番
目の活動の限界効用，Γはガンマ関数，t は時刻，t
は i 番目の活動を終了する時刻， は i 番目の活動

を開始する時刻を表す変数である． 
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式(3)の最大化に関する式を解くと，タイミングを

表現する式は式(4)のようになる． 
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ここで，α，βはガンマ確率密度関数の特性上，そ

れぞれ，正の値でなければならない．そのため，以

下のようなαとβの定義式を提案する． 

( )αα nik nikikni eXAexp += ∑       (5) 

( )ββ niq niqiqni eYBexp += ∑       (6) 

ここで，A,B はパラメータ，k,q は説明変数の番号，

X,Z は個人や活動・移動の属性，e はスケジューリン

グ行動の不確定性や非観測要因などの影響を表す誤

差項である． 

新しい誤差項 e の影響を考慮し，式(4)は以下のよ

うに変形する．なお，α~ と β~ は誤差項の影響を除い

たガンマ確率密度関数のパラメータである． 
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3．各種時刻制約の表現 

 

航空利用スケジューリングモデルの推定におい

て，必然的に考慮しなければならない制約条件があ

る．それは，「活動・移動の順序」の制約と「フライ

ト時刻」の制約である．また，観測期間中に 1 番目

の活動・移動が開始し，最後の活動・移動が終了す

る保証がない．このようなデータのセンサーリング

をモデルの中で表現する必要がある． 

（1）活動・移動順序制約の表現 

時刻を基準点（観測開始時刻）からの時間の長さ

として表現する．そのため，時刻は必ず正の値を取

らなければならず，また，前の時刻が次の時刻の値

より大きくなることはありえない．この関係式を表

現すると式(8)のようになる． 

ni1nini tt,0t ＞＞ +        (8) 

nと +1 番目の活動・移動のタイミングを表す式

の誤差項間（ と ）において相関があると考え

られる．本研究では，両誤差項が以下の確率密度関

数をもつ 2 変量正規分布に従うと仮定する．なお，

記述を簡略化するため，添字の個人 n を省略する． 
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ここで， iσ と 1i+σ は分散，ρは誤差間の相関である． 

以上の仮説に基づき，t ，t の同時生起確

率は以下のように求められる． 
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式(9)は 2重積分の計算が必要となるため，ここで，

座標回転により，2 重積分を 1 重積分に変形する手

法 2)を用いる．その結果，式(9)は以下のようになる． 
( ) ( )1iiii1ii Vt,VStt,0tProb ++ −=＞＞  



表 1 空港調査概要 
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目的　広島空港利用者の航空・空港利用についての調査

形式　自己記入方式の無記名調査票を配布・郵送回収

場所　広島空港・国内線出発ロビー

結果　配布票数： 2,347，回収票数： 724，回収率 30.8％

期間　 2003年 9月 29日 (月 )~10月 2日 (木 )　 7:00-20:00

対象　国内線全便の搭乗者

目的　広島空港利用者の航空・空港利用についての調査

形式　自己記入方式の無記名調査票を配布・郵送回収

場所　広島空港・国内線出発ロビー

結果　配布票数： 2,347，回収票数： 724，回収率 30.8％

期間　 2003年 9月 29日 (月 )~10月 2日 (木 )　 7:00-20:00

対象　国内線全便の搭乗者

 

（2）フライト時刻制約の表現 

ある順番 i の活動・移動の次の活動・移動がフラ

イトだった場合，次の活動・移動の開始時刻，つま

り，希望するフライト時刻 t は，ダイヤ上のフラ

イト時刻 t ，と前の活動・移動の開始時刻 t との間

に式(12)のような関係を有し，希望するフライト時

刻 t は，その次の活動・移動の開始時刻 t との間

に式(13)のような関係を有する． 
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図 2 時間帯別の活動・移動発生タイミングの分布 

 （3）センサーリングデータの表現 

本研究では，活動・移動スケジュールの調査期間

はフライトを利用する前日正午から翌日正午までで

ある．このため，1 番目の活動・移動の開始時刻及

び最後の活動・移動の終了時刻を観測できない場合

がある． 

考慮するため，活動・移動の順序制約と同じような

表現方法を用いる必要がある．つまり，関係する誤

差項間が 2 変量正規分布に従うことを仮定する．紙

面上の制限で，展開式を示すことを割愛する． 

前述の各種制約を同時に考慮した対数尤度関数

を定義することにより，通常の最尤推定法でパラメ

ータを推定することができる．  

1 番目の活動・移動が観測されない場合，タイミ

ング式は以下の条件を満たす必要がある． 

2n1n1n tt,0t <<       (14)  
1 番目の活動・移動が観測されない場合，タイミ

ング式は以下の条件を満たす必要がある． 
4．航空利用スケジュール行動実態に関する調査 

 

分析のデータを収集するため，広島空港において，

航空利用スケジューリング行動の実態把握に関する

活動日誌調査を行った．その概要を表 1 に示す． 

2n1n1n tt,0t <≤       (15) 

1 番目の活動・移動が観測されず，2 番目の活動・

移動にフライトのような時刻制約がかかる場合，タ

イミング式は以下の条件を満たす必要がある． 
本調査では，移動も含めた活動の種類を①自宅及

び宿泊施設での活動，②仕事，③仕事外の自由活動，

④フライト，⑤フライト以外の移動の計 5 種類に分

類した．また，対象スケジュールの期間を，搭乗日

前日正午～翌日正午までの 48 時間として設定した．

これは，航空のような長距離都市間トリップでは，

目的地での宿泊を前提として，前日入りするケース

も存在するためである．  

1n1n2n1n ttt,0t ＞＞o≤       (16) 

2n3n1n2n2n tt,ttt ＞＞＞o       (17) 

最後の活動・移動が観測されない場合，タイミン

グ式は以下の条件を満たす必要がある（I が活動・

移動の数， oT は観測終了時刻）． 図 2 は搭乗日前日正午～翌日正午までの 48 時間

における活動別の活動実施タイミングの度数分布を

示したものである．フライト利用には 2 度ピークが

存在し，搭乗日当日には午前中に仕事を行う利用客 

o
nI1nI Tt,0t >>−       (18) 

前述のフライト時刻とセンサーリングデータを 



表 2 航空利用スケジューリングモデルの推定結果 

推定値 t値 推定値 t値

【航空利用行動】

 チケットの金額（万円） -17.39 -8.04 ＊＊ -4.90 -7.23 ＊＊

 航空の利用頻度（月1回以上1,他0） 0.63 0.62 4.56 3.77 ＊＊

 情報の利用状況（利用1,他0） 3.07 8.02 ＊＊ -1.41 -9.29 ＊＊

【活動ダミー変数】

 仕事（Yes1,No0） -5.03 -4.13 ＊＊ 7.21 8.48 ＊＊

 自宅外の自由活動（Yes1,No0） -21.46 -13.46 ＊＊ 1.93 9.58 ＊＊

 フライト（Yes1,No0） 1.07 1.05 1.15 1.15

 フライト以外の移動（Yes1,No0） -17.16 -10.26 ＊＊ -2.50 -3.15 ＊＊

 遅刻ペナルティー（Yes1,No0） -21.22 -19.62 ＊＊ 6.51 8.41 ＊＊

【フライト以外活動への移動時間の影響】

 移動時間（分） -30.81 -10.60 ＊＊ 5.98 8.75 ＊＊

【アクセス交通機関のサービス水準】

 ログサム変数 -0.47 -0.47 3.73 5.65 ＊＊

【フライトのサービス水準】

 フライトの時間帯別便数 0.63 0.62 4.56 3.77 ＊＊

 最終アクティビティのパラメータ -4.84 -6.73 ＊＊ 1.24 12.53 ＊＊

初期対数尤度

最終対数尤度

自由度調整済み尤度比

サンプル数

＊＊：1%有意

-4307.90

-3164.47

0.250

175

説明変数
形状パラメータα 尺度パラメータβ

 

表３ 誤差項の相関及び分散パラメータの推定結果 

 誤差項間の相関パラメータ ＊＊

【誤差項の分散パラメータ】

（1番目のアクティビティの分散を固定）

  2番目のアクティビティの分散 ＊＊

  3番目のアクティビティの分散 ＊＊

  4番目のアクティビティの分散 ＊＊

  5番目のアクティビティの分散 ＊＊

  6番目のアクティビティの分散 ＊＊

  7番目のアクティビティの分散 ＊＊

  8番目のアクティビティの分散 ＊＊

  9番目のアクティビティの分散 ＊＊

 10番目のアクティビティの分散 ＊＊

 11番目のアクティビティの分散 ＊＊

 12番目のアクティビティの分散 ＊＊

 13番目のアクティビティの分散 ＊＊

 14番目のアクティビティの分散 ＊＊

 15番目のアクティビティの分散 ＊＊

 16番目のアクティビティの分散 ＊＊

 17番目のアクティビティの分散 ＊＊

 18番目のアクティビティの分散 ＊＊

 19番目のアクティビティの分散 ＊＊8.27

252.58 6.41

ただし，誤差項ε1の分散パラメータσ1を1と基準化して推定を行っている
＊＊：1%有意

1627.64 7.59

398.09

4630.08

4.39

460.59 5.96

420.06 6.92

556.46 6.58

501.32 5.24

379.02 5.95

308.71 5.48

116.52 8.64

248.11 5.33

248.85 4.87

146.24 5.76

121.85 5.02

124.37 5.26

939.79 8.19

229.84 4.50

0.27 8.79

共通パラメータ t値

 

 

が比較的多いことが確認できる．また，その他の知

見として，航空利用スケジューリングでは，多くの

移動が伴うことが分かる．このことから，移動時間

は活動の実施タイミングの決定に大きく影響を及ぼ

している可能性があることが推測される． 

 

5. 航空利用スケジューリングモデルの推定 

 

集計分析の結果，ほとんどの被験者が広島発‐東

京（羽田）着便のビジネス客であったことから．モ

デル推定に際して，これらのサンプルのみを採用し

た．観測期間中，活動・移動の数は最大で 18 であっ

た．推定結果を表 2 のように示す．同表から，大多

数のパラメータの推定値が 1%水準で有意となって

おり，自由度調整済み尤度比も 0.25 と高い値を得た

ことが分かる．  

各種時刻制約を表現する際に定義した，活動・移

動のタイミング式における誤差項の相関パラメータ

及び分散パラメータの推定結果を表 3 に示す．ここ

で，分散パラメータについては，活動・移動間にお

いて異なり，相関パラメータについては同じである

と仮定した．前後の活動・移動タイミング式の，誤

差項間の相関及び分散パラメータが有意となってい

ることから，前後の活動・移動間で相関が存在して

いることが証明された．また，同時に，前後の誤差

項が 2 変量正規分布に従う仮定の有効性も確認する

ことができた． 

 

6．おわりに 

 

本研究では，確率効用最大化理論の枠組みの中で，

タイミングの効用を導入することにより，今までの

Activity-based アプローチで難題として残されてい

た，活動・移動スケジューリングモデルの定式化を

理論的に行った．そして，活動・移動の遂行に関わ

る各種時刻制約を表現するために，前後の活動・移

動のタイミング式の誤差項が 2 変量正規分布に従う

ことを提案した．航空利用スケジュール行動実態デ

ータを用いて検証した結果，提案したスケジューリ

ングモデルの有効性を確認した． 
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